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わが国における公会計の研究課題
柴 健次
1 自治体の財政危機と会計改革
(1) 財政赤字と会計改革
どの組織にとっても財政赤字の継続は致命傷になる。多年度にわたり赤
字が継続すると，いつかは過去の蓄積が底を尽き，組織本来の活動を縮小
し，資金繰りに奔走せざるをえない事態に至る。ところが，こういう危機
的状況に陥ってはじめて会計の重要性が認識されることが多いI)。
近年，内部統制の不備を露呈する事件，倒産企業に関わる粉飾決算，さ
らには小出しで消極的な情報開示といった会計記事が紙上を賑している。
これらに見られる会計軽視の結果である会計不信が会計改革を求める世論
を作り出す2)。
そこで，会計改革は第一に意識改革でなければならない3)。つまり，決め
られたことを実行する，あるいは決まりの趣旨を歪曲しない，という基本
1)企業会計においては債権者と所有者の利害が鋭く対立するので会計の役割に対す
る期待が大きいのに対して，公会計において相対的にその期待が小さい。ところが，
財政逼迫は行政サーピスの自由度を極端に狭めることになるので，公会計において
も会計の重要性が認識されはじめるのである。
2)最近では，銀行による不良債権の開示の方法が会計に対する不信を拡大した典型
例であった。柴健次 (1996)を参照。
3)組織行動のクオリティを情報開示（ディスクロージャー）の領域で検討するとす
れば，少なくともディスクロージャー内容に関するクオリティと，ディスクロージ
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を守ることの重要性が再認識されねばならないのである。企業会計におけ
る国際調和も，公会計への企業会計方式の導入も，かかる意識改革があっ
てはじめて意義を持つ。自発的な意識改革が期待できないなら，社会は監
査や罰則の強化へ傾いていく 4)。
会計軽視がより深刻な問題を誘発する原因が会計の仕組みに求められる
なら，会計改革は制度改革でなければならない。しかし，制度改革は人々
の行動を一定方向へ誘導する意図があるから，改革の社会的合意を形成す
る手続きが重要になる。その社会的合意の形成には時間がかかるのが通例
である丸
会計や情報開示の制度のあり方をめぐっては，企業・政府等の情報作成
者と各種利害関係者である情報利用者との間で，簡単に合意が成立すると
は思われない。ところが，深刻な財政赤字は両者を同じ土俵に上らせるき
っかけを提供している。
(2) 自治体の財政危機
大阪府と東京都がいわゆる「財政再建団体」への転落の危機に直面して
いる。自治体の実質収支の赤字が標準財政規模に対する一定割合（一定の
赤字比率）を超えた場合，自治大臣が承認した財政再建計画に従って財政
再建を行う場合でなければ地方債を起こすことができない。この制度で承
認を受けた団体を「準用団体」という 6)。平成10年度で，大阪府の場合の赤
ャー行動に関するクオリティを唆別する必要がある。前者は，ガバナンス論，制度
論，構造論の議論であり，後者は経営者論，人間論の議論だからである。会計改革
が生きたものとなるためには，制度の運用で骨抜きにするということを避けなけれ
ばならない。
4) この行き着く先を「監査社会」として論じた Power(1994)を一読されたい。ま
た，これは柴健次 (1994)で扱っている。
5)会計制度に関する一般的な議論については，金融システムと会計システムを扱っ
た柴健次 (1998) を参照されたい。
6)定義は地方財政再建特別措置法による。
『わが国における公会計の研究課題』（柴） (549) 177 
字限度額が645億円，東京都が3,200億円である。この限度額を超えると起
債が制限される「財政再建団体」に転落する”。
この「準用団体」は制度開始当初8団体であったが，その後288団体（内
府県2団体）増加し，平成8年度までに295団体（府県2団体）が再建を完
了し，現在は 1団体（町）を残すのみとなっている 8)。ここに大阪府と東京
都が加わる危険があるというのである。準用団体に転落すると本来の行政
サービスの低下につながる。その意味で，財政再建が本来業務に優先する
事態に至るのである。
以上は会計制度が他の制度（ここでは起債制度や財政再建制度）と連動
する重要な事例である。
すでに大阪府は『財政再建プログラム（案）』等を，東京都は『財政健全
化実施案』等を公表している。これら再建案は，現行会計制度とそれに連
動する財政再建制度等の仕組みを前提として，再建団体への転落を回避す
るための構想をまとめたものである。これら再建案は，会計意識改革の具
体的表現でもある。
しかしながら，現行会計制度においても刻々と危機が迫りつつある状況
を認識できたにもかかわらず（たとえば大阪府は平成4年以降6年連続で
経常収支比率が全国最悪を記録する可能性があるという状況を認識できて
いるにもかかわらず9).事前に危機を回避できなかった理由はなぜか，す
なわち，会計を自己統制の用具として活かせなかったのはなぜかという疑
問が残る。予算が絶対視され決算が軽んじられる仕組みや，国政や地方政
府の予算委員会において会計的な質疑が極めて少ない現状をみると，政府
に会計統制はあるのかという疑問を持たざるを得ない。
7)大阪府 (1998)12頁および東京都 (1998b)。
8)自治省 (1998),266頁。
9)大阪府 (1998), 3頁。
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(3) 自治体の貸借対照表
公会計の分野ではかねてより企業会計方式の導入（複式簿記の導入）す
なわち貸借対照表の導入が議論されてきた10¥
三重県財政課が，平成10年3月に公表した『発生主義会計方式で表した三
重県決算について』は，注目すべき試みである。そこでは，三重県普通会
計が5年度比較の形で，貸借対照表と収支計算書が示されている。貸借対
照表は基本的に民間企業と同様の形式で作成されている。収支計算書は経
常会計と建設会計の複会計の形式で作成されている。
三重県によると，この試算の特徴は，①自治体財政の発想に適応した会
計方式と②情報開示の観点からの新しい試み，にあるという。従来方式と
の具体的な相違は，①経常会計でできるだけ黒字を残し，建設財源に充当
しようという財政運営のスタンスを表すために収支計算書を経常会計と建
設会計に分けたこと，②未収税額と回収不能税額を明確にし，退職給与引
当金を設定するなどのエ夫をしていること，③償却期間を50年とする減価
償却を実施していること，そして④貸借対照表を作成したこと，である。
これら試算に基づき財政分析を行い，「三重県財政は概ね健全である」と結
論を下している。ひとつのユニークな試みである。
一方， 日本公認会計士協会は，平成9年9月に公会計委員会研究報告第
1号『公会計原則（試案）』を公表している。『試案』は「公的部門におけ
る財務報告主体については，その行っている行政活動の内容によって，普
通会計を中心とする行政型（「ガバメントタイプ」という。）報告主体と事
10)三重県，熊本県，宮城県などが貸借対照表を作成している。その他自治体では，
日経産業消費研究所 (1999)によれば．調査対象693団体中75団体が何らかの形で企
業会計方式を導入済みか検討中であるという。
● 既に導入している：四日市（三重），宗像（福岡），臼杵（大分）
● 99年度に尊入：根室（北海道）．草加（埼玉）．市川（千葉），八王子（東京），
武蔵野（東京）．静岡（静岡）
● 2000年に導入：長浜（滋賀）．善通寺（香川）
● 検討中：上記以外に64市（又は区）
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業型（「ビジネスタイプ」という）報告主体に区分しうる」とし，その両方
のタイプを包含した財務報告の目的及ぴ公会計原則を設定する。このうち，
ガバメントタイプの主体の財務報告書類として，貸借対照表，成果報告（成
果報告書，正味財産増減計算書）及ぴ資金収支計算書の作成を求めている。
『試案』によれば，公的部門における財務報告の目的は「財務報告利用者
による公的部門のサービス提供成果とサービス提供能力の評価に資する観
点」に重点が置かれるという。
(4) 制度改革の合意形成の必要性
三重県の『試行』や日本公認会計士協会の『試案」が示される一方で，
各地で議員等を中心とする企業会計方式導入運動も盛んに展開されている
ところである。これらは，基本的には，会計制度改革につながるものであ
ろう。
ただし，制度改革にまでこぎつけるためには，問題意識の濃淡を超えて
社会的合意形成を図ることが必要になってくる。たとえば，現行会計制度
で財政再建を発動する仕組みや再建団体への転落を回避するために働くイ
ンセンテイプがあるとすれば，同じことが新たに提案される仕組みではど
うなるのかといった具体例から解きほぐす努力が必要となる 11)0
我々は究極的には企業選択の自由も政府選択の自由も持っている。ただ，
実際には，収入源である職場との関連や生活拠点である地域との関連を絶
つことは容易ではない。そうであっても，相対比較では，企業選択の自由
度に比べれば，政府選択の自由度は低い。したがって，先に例示した二大
地方政府の財政再建は他地域に転出しがたい多数者に多大の影響を及ぽ
す。それだけに財政再建における会計論議の高まりを起こす必要がある。
11)現行会計制度が財政再建団体（準用団体）への転落を回避するためのインセンテ
イプを有するといえるか．束京都，大阪府のみならず．類似の状況におかれている
自治体が自主的にどのような再建策を打ち出すかを見なければ判断できない。
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2 財政投融資改革とディスクロージャー
(1) 財政投融資システム
『財投リポート99』は財政投融資について「郵便貯金や年金保険料など，
国の制度・信用に基づいて集められた各種の公的資金を，社会・経済の発
展，国民福祉の向上など各種の政策目的を達成するために，毎年度の予算
や金融政策と整合性を保ちながら，運用するシステム」と説明している 12)0
同レポートから財政投融資システムの特徴等を拾い出してみることにしよ
?、?
現在，わが国の財政活動は本来の財源である租税のほか，財政投融資資
金を用いて行われている。それを財源の性格でみると，租税が無償資金で
あるのに対して，財投資金は有償資金であるという違いがある。
財政には，資源配分機能，所得再配分機能，景気調整機能の 3つの機能
があるといわれる。財政投融資は，税負担の増加を回避しながら，資源配
分と景気調整を果たす機能を有する。
財政投融資は，各種の公的資金を一元的に管理し，統合的に運用するシ
ステムである。この資金システムの入口には郵便貯金，厚生年金・国民年
金，簡易生命保険等を扱う機関があり，出口には財政投融資の対象である
国や地方公共団体，公庫・公団等の機関がある。その入口と出口をつなぐ
中間に資金運用部資金，簡易生命保険資金，産業投資特別会計，政府保証
債等が位置付けられる。このうち，郵貯と年金積立金等が預託される資金
運用部資金が金額的に大きな割合を占めている。
財政投融資は，政策を遂行する財政投融資対象機関に有償資金を貸し付
け，約定に従って返済してもらう仕組みであり，金融的手法を用いる政策
手段のシステムである。
12)「財政投融資リポート'99』はじめに。
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大蔵省が平成7年以来公表している『財投リポート』は，上記のような財
政投融資の説明に加えて，財政投融資の実績と計画及び資料編から構成さ
れている。資料編では，財政投融資計画，資金運用部特別会計及ぴ資金運
用部資金，簡易生命保険特別会計，産業投資特別会計（各会計については
財務諸表）が示されている。
なお，『財投リポート』においては，入日機関と出口機関の財務諸表は掲
載されていない13)。
(2) 財政投融資の改革
資金運用審議会懇談会が平成9年11月に『財政投融資の抜本的改革につ
いて』を公表した。
財投改革を巡る議論では財投解体論まであるが，懇談会は，依然として，
財投には①社会資本などの提供，②外部経済等への対応，③長期・固定資
金の供給による民間金融市場の補完といった機能があると考えている。た
だし，現行の仕組みについては，①資金調達面では，資金の受動性からく
る財政投融資の肥大化等の問題点，金利設定面での問題点，②資金運用面
では，財政規律面での問題点，長期・固定金利に伴う問題点，が指摘され
ており，制度・運営の全般にわたる抜本的改革が必要であるとする。
その抜本的改革にあたっては，財政政策の中で有償資金の活用が適切な
分野に厳格に限定し財政投融資のスリム化に積極的に取り組む必要がある
とし，そのため，受動的に集まった資金を一元的に管理・運用している現
状を見直し，①必要な資金だけを能動的に調達すること，②市場と完全に
連動した条件で最も効率的に調達すること，③金利リスクを適切に管理で
きるようにすること，といった方向性が打ち出されている。
懇談会報告の内容は多岐に及ぶが，ここでは財務と会計・ディスクロー
ジャーに関連する点のみをピックアップする。
13)インターネット上では，これら機関にリンクを張っているので，基本的に財務情
報は入手可能である
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第一に，懇談会報告は，コスト分析手法の導人・充実を説いている。す
なわち，財投システムの運営に際して，国民負担に関する情報のディスク
ロージャーや財政の健全性を確保する観点からコストの定量的な把握，公
表を行うことにより，適切な審査，政策判断を行う必要がある。そこでは，
将来生ずると考えられる税負担に関する事前の定量的分析の具体的手法と
して，財投対象機関において利子補給等の将米コストのキャッシュ・フロ
ーを予測し割引現在価値化を行うなどの方法が想定されている。
つぎに，今後の資金調達のあり方としては，①財投機関債（政府保証の
ない特殊法人債券），②政府保証債（政府保証のある特殊法人債券），③財
投債（国の信用で市場原理に基づいて一括調達する債券）が考えられると
している。ただ，財投機関債を基本に据えるか財投債を基本に据えるかは，
財投機関の存否を市場の判断に委ねるか政治の判断に委ねるかという価値
観につながり，両論の溝は容易には埋まらない。しかし，懇談会では，最
終的には財投機関債と財投債の両者を併用すべきであるとの大方の一致を
みたという。具体的には，①財投機関債の発行が可能かどうか検討が必要，
②財投機関債による資金調達が問題のある機関について財投債の導入が必
要かどうか検討が必要，③政府保証債はできるだけ抑制すること，④郵貯
や年金積立金の現行の預託義務を廃止する場合には，経過的に財投債が必
要だろう，ということ。
第三に，郵貯や年金積立金の自主運用については，結果として納税者の
負担となるような仕組みは是認できないとし，郵貯については独立採算事
業である郵貯事業の責任において対応する仕組みが必要であること，年金
積立金については，運用失敗が年金給付水準の引下げか保険料の引上げに
つながるので，運用リスクをとることについてば慎重でなければならない，
とする。
最後に，特殊法人等について将来にわたる規律の確保策の確保が財投の
持続的改革にとっても不可欠であるとし，具体的には，特殊法人等の定期
的な評価・監視の仕組みが必要であり，国民に分かりやすい形での一層の
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平成9年12月の行政改革会議「最終報告」は，財政投融資の改革につい
て，「郵便貯金等の資金運用部への預託を廃止するとともに，既往の貸付け
の資金繰りに配慮しつつ，資金調達は市場原理にのっとったものとし，新
たな機能にふさわしい仕組みを構築する」と述べている。この提言の趣旨
をも盛り込んだ中央省庁等改革碁本法案が平成10年 2月に国会に提出さ
れ， また中央省庁等改革推進本部から同11月に改革大綱原案が示されたと
ころである。
(3) 簡素・効率的。透明な政府のために
行政改革会議最終報告は，「この国のかたち」の再構築を図るためには「ま
ず何よりも，肥大化した政府組織を改革し， 重要な国家機能を有効に遂行
するにふさわしく，簡索・効率的・透明な政府を実現する」 と述べている。
その政府活動を補完する財投システムも行政改革の趣旨に整合的でなけ
ればならない。財投システムの入口改革と出日改革の双方において， 市場
原理が導入されるのであれば，国民負担の解明のため，新たに導入される
財投機関債や財投債への投資者に対する説明のため，
の徹底が不可欠となる。
ディスクロージャー
財政投融資に対する国民の理解を求める『財投リポート』の意義は財投
改革によっても損なわれることはないと思われるが，本文につき以下の点
で充実が図られることが望まれる。
????????
各年度における財投の特記事項の解説
財投改革スケジュールと達成度の説明
財投関連の政策評価の説明
財投機関の事業評価の説明
国民負担のコスト分析結果の開示
政府保証債• 財投債発行の理由
財投機関債発行機関の概要
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また，資料編について，以下の情報の追加が望まれる。
① 財投のバランスシートとフロー表
② 財投と一般会計との連結・セグメント表
③ 財投関連債の発行・残高データ
④ 入口機関の財務諸表と財投との関連
⑤ 出口機関の全リストと情報入手法
これらの要望は『財投リポート』が財投システムのディスクロージャー誌
としてより充実され，財投改革を目に見える形にするためのものである。
また，かかる情報開示の充実が図られることにより，公会計分野における
財政公開問題，金融問題に対する関心が一層高まることを期待したい。
3 コスト削減から政策評価ヘ
(1) 地方債の繰り上げ償還問題
地方財政の危機（第 1節）と財政投融資改革（第 2節）の接点が「地方
債の繰り上げ償還問題」 (PHP総合研究所政策研究レポート Vol.I No.4, 
1998年3月5B)にみられる。
同レポートによれば， 1998年度末で，地方債残高が約116兆円，長期借入
金等を含めた長期財務残高が約156兆円に達する見込みである。長期債務の
累増は地方財政の運営を著しく厳しいものにしている。そのため，地方債
の期限前償還が模索される。長期固定（高）金利の債務を期限前に繰り上
げ償還することは，借り手にとっては金利負担の軽減を，貸し手にとって
は得るべき利益の喪失を意味する。
地方債の引き受け構造をフロー・ベースでみると，簡保資金・資金運用
部からなる政府資金が5割弱，公営企業金融公庫が1割強，そして民間資
金が4割前後である。政府資金と公営公庫が地方債の期限前償還に基本的
に応じない姿勢を示しているので，地方自治体は民間金融機関と協議せざ
るをえない。つまり，地方債の期限前償還は民間金融機関の利益喪失を前
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提にして，地方自治体の金利負担を軽減するという構造になる。ところが，
協議相手の民間金融機関もまた体力が落ちているから協議が成立するとは
限らない。
(2) 財政投融資と喪失利益の負担
川北英隆氏は『財政投融資ビッグバン』（東洋経済新報社， 1997年）のな
かで，財政投融資システムにつき「入口機関からみると，国民からは高い
コストの資金を集めることを期待されていることになるし，出口機関から
は安い資金を集めるように期待されていることになる。これは明らかにジ
レンマであり，矛盾である。」と指摘する。
矛盾を抱えた財投システムの出口に国の機関や地方自治体が位置する。
出口機関の債務の期限前償還を認めるとする。財投システムを維持するに
は，①喪失利益の負担を調達金利の引下げで対応するか，②喪失利益の負
担を税金で補填するかのいずれかが必要になる。①は郵貯等の提供する金
融商品の比較優位をなくすことになり，財投システムの矛盾が別の面で表
面化する。②は，出口機関の金利負担を軽減し，かつ財投システムを維持
するため，喪失利益の負担を税金を通じて国民に転嫁することになる。
このようにみると，地方債の期限前償還に応じないことが合理的(?)
になる。ところが，旧国鉄債務や国有林野等の国家事業が生み出した債務
に関しては，その累積債務の金利負担を軽減するために期限前償還が実施
されている。これは非合理（？）である。そこでは，「国が自ら借り手と貸
し手となって処理するため問題が先鋭化しない」（政策研究レポート）こと
から，喪失利益の転嫁が行われているのである。喪失利益の負担問題はな
にが合理的かを改めて検討する必要性を示している。
(3) 地方発の財投改革の必要性
以上を踏まえて，同レポートは「財政や政策金融による長期固定の融資
は，国の政策判断の責任を金融を通じて地方や民間に移転する仕組みとな
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って機能し始めている」とその問題の本質を指摘している。したがって「今
後地方分権を具体化するにあたっては，財政投融資を通じた中央集権的な
資金配分を見直す制度の構築が必要」になる。
このように地方債の繰上げ償還の問題は制度の問題なのである。つまり，
「補助金と地方債，地方交付税交付金の組み合わせによって，地方自治体
は自主財源をほとんど使うことなく事業を実施することが可能となる。こ
のため事業に対する地方自治体のコスト意識が希薄化する一方，国は間接
的に中央集権的な政策を実施することができる。」。ここに問題がある。
現行制度の改革については，政府・自民党が，郵便貯金及び年金積立金
の預託制度の廃止や財投債ないし財投機関債による資金調逹を提案してい
る。これに関連して， PHP総研政策研究レポート「“地方発”財政投融資
改革のすすめ一郵便貯金の自主運用•財政投融資改革と地方分権一」（政策
研究レポート Vol.INo.5, 1998年3月20日）は，地方自治体の財政運営と
の関連で重要な論点となるのが郵便貯金資金の地方自治体への運用である
としている。
郵便貯金の資金運用に関して，今後各種債券への運用が重要になる。同
レポートは，民間金融機関と同様の運用を行えば郵便貯金を公的業務とし
て位置付ける理由が希薄となるため，その「公共性」を根拠づけるための
仕糾みを必要とすると指摘する。その上で，郵便貯金の地域還元という観
点から，各郵政局ごとで地元の地方自治体に対するプロジェクト融資等を
スタートさせることを提言している。そのためには地方自治体側でもプロ
ジェクト創出が必要になる。つまり自治体にも「起業家的発想」が求めら
れるのである。
(4) 政策評価と説明責任
地方債の繰り上げ償還問題から地方発の財投改革までみてきた。しかし，
財政危機に伴うコスト削減という観点を超え，より前向きに行財政の改革
をすすめていくためには政策評価の導入が必要である。この問題を扱って
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いるのが，「政策評価と説明責任」 (PHP総研政策研究レポート Vol.I
No.12-No.15, 1998年8月7日-9月30日）である。この4号にわたる長
文レポートから主要な論点を見ておこう。
近年，政策評価の導入が活発化しているが，その原因は①地方行財政が
「市場原理」への対応を求められていること，②市民の政策決定プロセス
への参加等「民主主義」の再構築が求められていることにあるという。そ
こでは，「政策に関する積極的な説明責任が地方自治体にも厳しく求められ
る」のである。導入問題を考える際の視点として，政策研究レポートは，
①公的部門の効率性向上と民間部門の自律性確保，②市場に対する説明責
任，③民主主義に対する説明責任，④政策立案，企画能力の拡充・強化を
掲げている。
第一の視点は，財政赤字拡大の原因が公的セクターの非効率や民間の官
依存及びその改善の必要性に求められる。第二の視点は，地方自治体の市
場原理に立脚した財源調達の必要性に由来する。第三の視点は，民活や
PFI(公的資本の民間所有）等のプロジェクト展開に関して議会へ十分に説
明する必要があることに由来する。最後に第四の視点は，政策のライフサ
イクル全体を視野に入れたコーディネート能力の必要性に求められる。
同レポートは，政策評価のスタートラインとしての「調書作成」に取り
組んでいる 3事例を紹介している。すなわち，北海道の「政策アセスメン
ト」，静岡県の「業務棚卸表」，そして三重県の「事務事業評価」である。
北海道では，予算単位による評価と事業グループによる評価から優先度を
検討し，つぎに全庁的視野での評価を行い，その結果を公開する。静岡県
でも類似の位置付けをもった業務棚卸表が作成されている。三重県では，
事務事業の体系付け，目標の明確化，成果指標の設定，ポジショニングの
実施及び相対比較の実施にポイントを置き，指標化・数量化も試みられて
いる。
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(5) 公会計研究の重要性
これらスタートラインに立った政策評価が広く浸透するには，基本理念
と制度設計の整理，基本的手順と技術の整理，政策評価結果の実効性と地
方自治制度の制約にわたり広範な議論が必要となる。そして，公会計の整
備は政策評価の前提として不可欠となる。
その公会計の問題点としては，①形式的単年度主義による支出効率化イ
ンセンテイプの欠如，②単式簿記による（将来）収支概念，ストック概念
の欠如，③現金主義による「未来を見ない予算」の実態，④決算評価軽視
による継続的パフォーマンスチェックの不在，などが指摘されるところで
ある。
ここに，アメリカの政府会計基準審議会 (GASB)や会計検査院 (GAO)
の試み，イギリスの発生主義による「資源会計」やVFM,ニュージーラン
ドの総合的財政管理システムの構築などを参照する意義がある。
また，わが国には会計的管理の思考が欠如している 14)。政策評価論議の高
まりの中で公部門における財務会計および管理会計の一層の議論が高まる
ことを期待したい。
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